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手綱を手放さない米国政府 
    インターネット管理の民間移管 

 
酒井 寿紀（さかい としのり） 酒井 IT ビジネス研究所 

 

移管時期をズルズル延期 

インターネットの管理の問題について

は、前にも本コラムや本誌の HEADLINE 
Review で取りあげたが、もう一度振り返

ってみよう。 
インターネットは、もともと米国の軍

事用のネットワークとして開発されたも

ので、その根幹部分の管理は米国国防省

が南カリフォルニア大学の研究機関に委

託していた。そのネットワークが、やが

て軍事用だけでなく、大学、企業、個人

などにも使われるようになり、また、米

国だけでなく全世界で使われるようにな

った。そこで、競争原理の導入によって

効率向上を図り、国際化に対応するため、

1998 年に当時のクリントン政権は、

ICANN (Internet Corporation for 
Assigned Names and Numbers)という

民間の非営利団体を設立して、そこにイ

ンターネットの管理を移管することにし

た。 
当初は、2 年間の移行期間の後、2000

年には移管が完了する予定だった。しか

し、その後この移行期間は何回も延長さ

れ、現在は 2009 年 9 月に完了することに

なっている。 
 

米国政府 vs.国連 

米国政府が民間機関へ完全に移管する

ことを躊躇し出した理由の一つに、国連

の機関がインターネットの管理に乗り出

そうとしてきたことがある。1998 年に国

連 配 下 の ITU (International 

Telecommunication Union: 国際電気通

信連合)が WSIS (World Summit on the 
Information Society: 世界情報社会サミ

ット)の開催を提案した。これは、今後の

国際的な人権問題や環境問題の解決のた

めには情報通信技術が重要であり、また、

ディジタル・ディバイドの解消が大きい

課題だという認識に基づくものだった。

2001年の国連総会でこの提案が承認され、

2003 年と 2005 年にサミットを開催する

ことになった。 
このサミットの準備会で、インターネ

ットの管理の問題が取り上げられ、中国、

インド、ブラジルなどの新興国が、イン

ターネットの管理を米国政府から ITU に

移管する案を支持した。これを踏まえて

EU が、インターネットの管理についての

各国政府が参画する組織を新設する提案

をした。しかし、これには米国政府が猛

反対した。国連配下の組織に移せば、官

僚主義に陥ってイノベーションが妨げら

れ、また、抑圧的な政府によって表現の

自由が妨害されるおそれがあるというの

がその理由だった。そのため 2005 年のサ

ミットでは従来の米国政府の支配の継続

が認められた。 
 

ルート･サーバは米国政府が！！ 

インターネットでメールを送信したり

ウェブを閲覧したりするときには、接続

先のドメイン名が使われる。実際に接続

するときは、このドメイン名をネットワ

ーク上のアドレスに変換する必要がある。
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この変換の仕組みを DNS (Domain 
Name System)といい、世界中に散在する

「DNS サーバ」によって構成される。こ

のサーバ群は階層をなしていて、その最

上位を「ルート・サーバ」という。 
このルート・サーバは、もともと南カ

リフォルニア大学の研究所が管理してい

た。この業務は 1998 年の ICANN 設立時

に ICANN に引き継がれることになった。

一方、この業務の国防省から南カリフォ

ルニア大学に対する委託契約は、ICANN
設立後も、商務省から ICANN に対する

委託契約として継続していた。2005 年の

ITU との対立時に、米国政府はこの契約

を盾に取って、今後もルート・サーバの

監督を継続すると主張し、2006 年の

ICANN との移行期間延長の契約には、ル

ート･サーバの問題は米国政府が担当す

ると明記された。 
ICANN は従来、ルート･サーバも含め

たインターネット管理の全面移管を要望

していて、2008 年 6 月に、現在の移行期

間が切れる 2009 年以降の検討課題の一

つとしてルート･サーバの管理業務の移

管をあげた。しかし米国政府はその可能

性を否定し、議論の余地もないとはねつ

けた。 
 

DNS の欠陥が判明 

2008 年に DNS に致命的な欠陥がある

ことが判明した。それを利用すると、例

えば企業のサイトへのアクセスを偽サイ

トに導くことができる。この欠陥に対し

DNSのソフトウェアのベンダが対策を講

じる前に欠陥内容を公表した者がいたた

め、それが悪用されるおそれがあると大

問題になった。 
この欠陥に対する根本対策として、

DNSファイルの送受信時に認証を実施す

ることが提案されているが、現在まだ実

現していない。これが遅れているのは、

米国政府、ICANN、実務を受託している

ベリサイン社の 3 者が本業務に絡んでい

るためもある。 
インターネットの欠陥を突いた不正行

為が跡を絶たないため、このような事件

に対しては即刻対応することが要求され

る。この点で現体制には明らかに問題が

ある。 
一方、クリントン政権下で進められた

インターネット管理の民間移管が、ブッ

シュ政権下で見直されたのは、同政権初

期の「一国主義」の隆盛が影響している

可能性もある。そうだとすればオバマ政

権の成立で米国の世界戦略が見直され、

インターネットに対する政策にも何がし

かの変化があるかもしれない。いずれに

しても、米国の一国主義は今後変わらざ

るを得ないと思われる。 
インターネットの管理をどのような方

向に進めるかは21世紀の人類の大きな課

題である。

 


